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（その１：基本概念と免震材の力学特性の検証） 
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１．はじめに 

近年、設計入力地震動の増大に伴い土木構造物にお

いても、従来の構造体の耐力強化から地震力そのもの

を低減させる工法(以下、免震工法と呼称)の開発も行わ

れつつある 1)。特に、地中構造物の耐震補強には、施工

上の制限が数多くあるため、免震工法の開発ニーズは

高まっている。本研究では、地中構造物の地震力や躯

体応力低減に着目し、免震材の室内試験による力学特

性の把握と、FEM 解析による免震効果の検討を行った。 
２．地中免震壁構造の概念と免震材の特徴 

一般に開削トンネルやボックスカルバートのような

地中構造物は、構造物と地盤との相互作用「キネマテ

ィックインターラクション」が支配的であり、構造物

に作用する地盤変形の影響をどうように低減させるか

が重要となる。地中免震壁の基本構造は、図-1 に示す

ように地盤変形の影響をなんらかの材料で構成された

免震壁により緩衝させ、低減する方法である 2)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 免震壁の基本概念 2) 

免震壁の要件としては、地震時の地盤変位が吸収で

きる材料（周辺地盤と比較し剛性の小さい材料）が前

提条件となるが、免震壁は常時においても一定の土圧

を受けるので常時安定性についても配慮しなければな

らない。この土圧に対しては単に免震材の剛性を小さ

くするだけでは、常時土圧に抵抗することができなく

なり、常時安定性確保に問題がある。すなわち、初期

（施工時）に設定した厚さに対する長期的な安定性は

担保され難くなる。免震壁の厚さの変化は、地震時の

繰り返し変形に対して地盤変位の吸収に影響を及ぼし、

構造物への応力低減効果十分に発揮されない可能性が

ある。 
 

 
この課題を解決するために、著者らは免震壁の材料

としてベントナイトに着目した。ベントナイトは以下

の性質を有しており、常時の土圧に十分に抵抗できる

と考えられる。 
①ベントナイト（主成分：モンモリロナイト）は、吸

水膨張性ならびに自己修復の性質を有している。 
②ベントナイトの有効密度を調整することにより、所 
定の膨潤圧を発揮させることができるため、常時に作 
用する土圧に対する抵抗力を確保することができる。

(図-2参照) 
深度 10～20m の地中構造物を対象とした場合、常時

土圧に抵抗できるベントナイトの乾燥密度は、図-2 に

示したベントナイトの乾燥密度と膨潤圧の関係から逆

算すると 0.7～1.0Mg/m3 の範囲となる。よって、この材

料を免震壁として用いれば常時土圧に対する課題は解

決され、壁状の施工が可能となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 ベントナイト密度の膨潤圧の関係：文献 3)に加筆 

３．免震材の力学特性 

ベントナイトの力学特性について、図-3 には三軸圧

縮試験結果を、図-4には繰り返し三軸試験結果を示す。

試験に用いた材料は山形産ベントナイトの粉末状態の

ものであり、乾燥密度は 0.7、0.85、1.00.7～1.0Mg/m3

の 3 種類である。 
図-3 には同拘束圧下で実施された豊浦砂の結果も併

せて示すが、これより、ベントナイト材料は豊浦砂に

比べて剛性はかなり小さいことがわかる。図-4 に示し

た繰り返し三軸試験の G/Go～γ、h～γによれば、せ

ん断ひずみγの増加に伴いせん断剛性は低下するが、 
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その低下率は一般の粘土より小さく、減衰は非常に小

さいことが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 三軸試験結果 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 繰り返し三軸試験結果（G/Go～γ、h～γ） 
 

４．FEM 解析による免震効果の検証 

図-5に解析モデルと入力地震動を示す。解析には、2
次元 FEM 動的非線形解析手法を用いた。地盤は軟質・

硬質の 2層構造とし、それぞれのせん断波速度は 200m/s、
500m/s とした。免震壁の応力～ひずみ関係は、図-4の

試験結果をもとに Ramberg-Osgood（R-O）モデルによ

り表現した。本解析の条件は、ボックスカルバートと

免震壁との離間距離は 0（密着）とし、構造躯体の頂版

は地表に一致させた（上載圧=0）。免震壁材料のベント

ナイト乾燥密度は 0.7Mg/m3とし、免震壁のせん断波速

度は 35m/s である。ここで、上載圧（躯体頂版より上の

地盤）を考慮しない理由は、「キネマティックインター

ラクション」の影響が最も大きいときの免震効果を明

確にするためである。境界条件は、底面は粘性境界、

側面は周期境界条件を用いた。免震効果の検証方法は、

免震壁を設置してない場合の部材最大せん断力を基準

とし（無対策）、免震壁がある場合の最大せん断力を除

することで判断した。ただし、最大発生せん断力の判

定基準として部材隅角部のハンチは剛域として除外し

た。 
図-6に構造体の最大せん断力分布を示す。これより、

無対策に比べ、免震壁を設置した場合には、構造躯体

のせん断力が低減していることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 2 次元 FEM 解析モデル 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 構造躯体の最大せん断力分布 

５．まとめ 

地盤変位を吸収し地中構造物の躯体応力を低減させ

る免震壁構造の材料として、ベントナイトが有効であ

ることを示した。FEM 解析により、地中免震壁工法が

構造躯体のせん断力を低減させる効果があることを示

した。 
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